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(57)【要約】
【課題】　水中における繊維分散性が良好である抄紙用ＰＰＳ繊維を提供する。
【解決手段】
　本発明の抄紙用ポリフェニレンサルファイド繊維は、ポリフェニレンサルファイドが９
０質量％以上の成分からなる繊維であり、前記繊維の単繊維繊度が０．５～８ｄｔｅｘ、
繊維長が１～１５ｍｍ、捲縮数が２～１０山／２５ｍｍであり、かつ分散剤として親水性
油剤が繊維表面に付与されており、前記親水性油剤が前記繊維に対して０．０５～１．０
質量％付与されてなる抄紙用ポリフェニレンサルファイド繊維である。
【選択図】　なし
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
ポリフェニレンサルファイドが９０質量％以上の成分からなる繊維であり、前記繊維の単
繊維繊度が０．５～８ｄｔｅｘ、繊維長が１～１５ｍｍ、捲縮数が２～１０山／２５ｍｍ
であり、かつ親水性油剤が繊維表面に付与されており、前記親水性油剤が前記繊維に対し
て０．０５～１．０質量％付与されてなることを特徴とする不織布用ポリフェニレンサル
ファイド繊維。
【請求項２】
該親水性油剤が水溶性ポリウレタンであることを特徴とする請求項１記載の不織布用ポリ
フェニレンサルファイド繊維。
【請求項３】
前記不織布が、抄紙であることを特徴とする請求項１または２に記載の不織布用ポリフェ
ニレンサルファイド繊維。
【請求項４】
請求項１に記載の繊維を用いた不織布。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、ポリフェニレンサルファイド繊維紙の抄紙工程において工程通過性に優れた
不織布用ポリフェニレンサルファイド繊維に関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　ポリフェニレンサルファイド（以下、ＰＰＳと略すことがある。）からなる繊維は、Ｐ
ＰＳ素材の特性に由来し、耐熱性、耐薬品性および難燃性などに優れており、従来からこ
のような特性を生かした種々の用途、例えば、各種フィルター、電気絶縁材、抄紙カンバ
スおよび電池セパレーターなどの用途に使用されてきている。これら用途で使用されるＰ
ＰＳ繊維製品としては、例えば、ＰＰＳ繊維製の湿式不織布が挙げられる。
【０００３】
　湿式不織布は、主として、延伸されたＰＰＳ繊維と、延伸熱圧着のためのバインダー繊
維としての未延伸ＰＰＳ繊維とから構成されている。
【０００４】
　ＰＰＳ繊維製のＰＰＳ湿式不織布に関する改良としては、例えば、次のようなものが挙
げられる。
【０００５】
　熱収縮率の小さく、水分散性も良好な抄紙用未延伸糸ＰＰＳ繊維を得るための技術とし
て、熱処理温度を制御することにより繊維同士の融着を防ぎ、水分散性を向上させる方法
が提案されている（特許文献１および特許文献２参照。）。しかしながら、これらの提案
では、水分散性が不十分であった。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００６】
【特許文献１】特開２０１０－７７５４４号公報
【特許文献２】特開２０１０－１７４４００号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
　本発明の目的は、前述した従来技術における課題を解決し、水分散性が良好である不織
布用ＰＰＳ繊維を提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
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　本発明の不織布用ポリフェニレンサルファイド繊維は、ポリフェニレンサルファイドが
９０質量％以上の成分からなる繊維であり、前記繊維の単繊維繊度が０．５～８ｄｔｅｘ
、繊維長が１～１５ｍｍ、捲縮数が２～１０山／２５ｍｍであり、かつ分散剤として親水
性油剤が繊維表面に付与されており、その親水性油剤が前記繊維に対して０．０５～１．
０質量％付与されてなる抄紙用ポリフェニレンサルファイド繊維である。
【０００９】
　本発明の不織布用ポリフェニレンサルファイド繊維の好ましい態様によれば、前記の親
水性油剤は、水溶性ポリウレタンである。
【００１０】
　本発明の不織布用ポリフェニレンサルファイド繊維の好ましい態様によれば、前記のＰ
ＰＳのメルトフローレート値は５０～２５０ｇ／１０分である。
【発明の効果】
【００１１】
　本発明によれば、水分散性が良好で、ポリフェニレンサルファイド繊維紙の抄紙工程に
おいて工程通過性に優れた抄紙用として好適なＰＰＳ繊維を得ることができる。また、本
発明によれば、分散性に掛かる強度向上や欠点の減少効果があげられる。
【発明を実施するための形態】
【００１２】
　本発明のポリフェニレンサルファイド繊維は、不織布用途に用いられるが、分散性に優
れ、特に抄紙として好適に用いられる。　本発明のポリフェニレンサルファイド繊維は、
ポリフェニレンサルファイドが９０質量％以上の成分からなる繊維であり、単繊維繊度が
０．５～８ｄｔｅｘ、繊維長が１～１５ｍｍ、捲縮数が２～１０山／２５ｍｍであり、か
つ分散剤として親水性油剤が繊維表面に付与されており、その親水性油剤が前記繊維に対
して０．０５～１．０質量％付与されてなるポリフェニレンサルファイド繊維である。
【００１３】
　本発明のＰＰＳ短繊維を構成するＰＰＳ（ポリフェニレンサルファイド）としては、ポ
リマーの繰り返し単位の９０質量％以上が次式（Ｉ）
【００１４】

【化１】

【００１５】
で表される単位で構成されるポリマー（パラ‐ポリフェニレンサルファイド）が挙げられ
、１０質量％未満の繰り返し単位が次式（ＩＩ）
【００１６】
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【化２】

【００１７】
で表される単位を含むもので構成されていてもよい。さらにはポリエチレンテレフタレー
ト、ポリプロピレンテレフタレート、ポリブチレンテレフタレートなどのポリアルキレン
テレフタレート系と共重合ポリマーを形成していてもよい。
【００１８】
　また、本発明で用いられるＰＰＳは、メルトフローレート値が５０～２５０ｇ／１０分
であることが好ましく、より好ましくは７０～１７０ｇ／１０分である。メルトフローレ
ート値が５０ｇ／１０分未満の場合は、溶融紡糸時にＰＰＳの溶融粘度が高くなり、安定
した吐出が困難となる場合がある。この吐出不足は、糸切れ、融着を引き起こすため、得
られるＰＰＳ繊維の水中分散性は悪化傾向となる。
【００１９】
　また、メルトフローレート値が２５０ｇ／１０分を超えると、溶融紡糸時にＰＰＳの溶
融粘度が低くなり、紡糸工程が著しく悪くなり易い。糸切れ、融着が発生し、得られるＰ
ＰＳ繊維の水中分散性は悪化する傾向がある。また、メルトフローレート値を２５０ｇ／
１０分以下とすることは、ＰＰＳ繊維としての良好な力学的特性を得るために有効である
。
【００２０】
　また、本発明で用いられるＰＰＳは、プレス工程における分解ガスの発生を抑制する目
的で、例えば、特開２００６－３３６１４０号公報に記載される熱酸化処理を施してオリ
ゴマー量を低減したものを用いることもできる。
【００２１】
　本発明で用いられるＰＰＳの市販品としては、東レ製“トレリナ”（登録商標）やクレ
ハ製“フォートロン” （登録商標）などが挙げられる。
【００２２】
　本発明でいうＰＰＳ繊維は、まず、ＰＰＳを一般的な方法によって溶融紡糸し、ＰＰＳ
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未延伸繊維とする。この溶融紡糸は、ＰＰＳの粉粒体やペレットをエクストルーダー型溶
融紡糸機等の通常の溶融紡糸機中で溶融し口金を通じて溶融紡出し冷却固化させ、好適に
は５００～３０００ｍ／分で引き取ることにより好適に行うことができ、紡糸速度（引き
取り速度）はより好ましくは８００～２０００ｍ／分である。ＰＰＳ未延伸繊維は、紡糸
後に実質的な延伸が行われていない繊維である。
【００２３】
　紡糸速度が高過ぎる場合には、紡糸工程においてポリマー（ＰＰＳ）の配向延伸が促進
されるので、紡糸速度は３０００ｍ／分以下とすることが好ましい。また、紡糸速度が低
過ぎると、ポリマーの配向が進みにくく、紡糸時に単糸同士が接触して紡糸融着を起こす
可能性が高いので、紡糸することが難しくなることがある。
【００２４】
　この際の未延伸糸の単繊維繊度は、０．５～１０ｄｔｅｘとすることが好ましく、より
好ましくは１～８ｄｔｅｘである。未延伸糸の単繊維繊度が０．５ｄｔｅｘ未満であると
、繊度が細いために操業性が悪くなることがある。一方、未延伸糸の単繊維繊度が１０ｄ
ｔｅｘを超える繊度では、延伸した際に目標とする繊度ものが得られないことがある。
【００２５】
　このようにして得られた未延伸ＰＰＳ繊維は、引き取られて一旦缶内に収納された後に
、延伸される。延伸の方法としては、例えば、温水浴を用いて未延伸ＰＰＳ繊維の繊維束
がガラス転移点以上になるように設定して行う方法が一般的である。温水浴中の場合、好
適には温度７０～９８℃の温水浴中を通過させて熱処理を施し、温水浴中で延伸を行う。
温水浴の温度が７０℃未満の場合は、ＰＰＳのガラス転移温度との乖離が大きく、延伸不
良を起こすことがある。一方、温水浴の温度が９８℃を上回る温度では、沸点に近いため
に安定した操業をするのは困難である。また、延伸は、温水以外には乾熱や蒸気を用いて
もよい。延伸倍率は、紡糸速度によっても可変的であるが、通常は好ましくは１．５～３
．５倍の範囲に設定する。
【００２６】
　得られる繊維の単繊維繊度は０．５～８ｄｔｅｘが好ましく、より好ましくは０．８～
５ｄｔｅｘである。単繊維繊度が０．５ｄｔｅｘ未満では、紡糸時に糸切れが多発し、紡
糸性が著しく悪くなる。また、単繊維繊度が８ｄｔｅｘを超えると、抄紙作成時に抄紙の
厚みが大きくなり、薄物が必要な抄紙用途には適さない。
【００２７】
　また、この際に未延伸ＰＰＳ繊維の延伸を行わなくてもよく、その場合は未延伸ＰＰＳ
繊維として、抄紙においてバインダーの役割を果たすものが得られる。すなわち、延伸熱
圧着のためのバインダー繊維としての未延伸ＰＰＳ繊維として用いられる。
【００２８】
　次いで、ＰＰＳ繊維は、捲縮数が２～１０山／２５ｍｍとなるように捲縮が付与される
。捲縮方法としては、スタッフィングボックスによる捲縮付与が一般的である。捲縮数が
２山／２５ｍｍ未満となると、トウの絡合性が低くなり、抄紙として高い品質の強度が得
られない。また、繊維間の接触面積が大きくなるため、疑似接着を起こし、分散性不良を
起こしやすい。また、捲縮数が１０山／２５ｍｍを超えるとなると、繊維単体における捲
縮数が多くなり、抄紙工程において分散性不良を起こす。捲縮数の好ましい範囲は２～１
０山／２５ｍｍであり、より好ましくは４～８山／２５ｍｍである。
【００２９】
　本発明のポリフェニレンサルファイド繊維には、分散剤として親水性油剤が繊維表面に
付与されている。
【００３０】
　分散剤としての親水性油剤の付与は、付与のタイミング（工程）については捲縮付与の
前後を問わないが、分散剤としての親水性油剤の付与割合（付着量）は、繊維質量に対し
て０．０５～１．０質量％付与することが必要である。付与割合が０．０５質量％未満で
は、繊維に対して付着量が少ないために分散性不良に繋がる。また、付与割合が１．０質
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量％を超える量を付与した場合では、コスト面で高くなり、効果の面でも不要である。付
着量の好ましい範囲は０．０５～１．０質量％であり、より好ましくは０．１～０．８質
量％である。
【００３１】
　繊維への分散剤としての親水性油剤の付与方法としては、ディップ方式やスプレー方式
などが挙げられる。親水性油剤の濃度は、好ましくは１～１０質量％に調整して付与する
のが一般的である。付与後の乾燥については、必要に応じて連続熱風乾燥機等によって繊
維束の水分を除去させてもよい。
【００３２】
　本発明では、親水性油剤が用いられる。ここでいう親水性とは、ＪＩＳ　Ｌ　１９０７
（２０１０）繊維製品の吸水性試験方法のバイレック評価法による吸い上げ高さが８０ｍ
ｍ以上であるものをいう。
【００３３】
　親水性油剤としては、公知の油剤が適用可能であるが、水溶性ポリウレタンやポリアミ
ド、ポリオキシアルキレンエーテル、炭素数１０～１４の縮合多環炭化水素基を有するジ
カルボン酸、炭素数６～１０の脂肪族ジカルボン酸、および低級アルキレングリコ－ルな
どが好適に用いられる。中でも耐久親水性という観点から、水溶性ポリウレタンを用いる
事が特に好ましい。水溶性ポリウレタンはＰＰＳ繊維との親和性が大きいため、水に浸漬
させた際、脱落しにくいという利点を持つ。
親水性油剤には、本発明の効果を損なわない範囲で防腐剤、抗菌剤等の添加剤を加えても
良いが、良好な親水性を得るためには、親水性油剤を８０質量％以上含んでいることが好
ましい。
水溶性ポリウレタンとは、水溶性のポリウレタンを意味する。ポリウレタンとは、分子中
にウレタン結合（－ＮＨ－ＣＯＯ－）を有する分子を意味する。ここでいうところの水溶
性とは、水に可溶である性質を意味する。
【００３４】
　水溶性ポリウレタンの例としては、水への溶解速度が５分以内のものであることが好ま
しい。水への溶解速度の測定は、例えば、一定厚みと面積のフィルム状物の水に試料を接
触させ撹拌し（撹拌条件：直径１００ｍｍの円柱型１０００ｍｌビーカーに４００ｍｌの
水を用意し、厚み０．０５ｍｍ、縦３０ｍｍ×横３０ｍｍのフィルム状物を投入し、２０
０回転／分の速度で撹拌する）、フィルム状物が消滅するまでの時間から得ることができ
る。
【００３５】
　水溶性ポリウレタンは、分子鎖中にポリアルキレングリコールユニットを含有すること
が好ましい。ポリアルキレングリコールユニットとは、エチレングリコールをはじめとす
るアルキレングリコールの繰り返し単位を意味し分子鎖中におけるポリアルキレングリコ
ールユニットの含有量は、３０～９５質量％であることが好ましい。ポリアルキレングリ
コールユニットの含有量はＮＭＲやＩＲなどの既存の高分子分析手法を用いて決定される
。
【００３６】
　本発明で用いられる親水性油剤の市販品としては、吉村油化学（株）製“テキサノール
”（登録商標）ＰＥ－１０Ｆ（主成分：水溶性ポリウレタン）が挙げられる。
【００３７】
　本発明の抄紙用ポリフェニレンサルファイド繊維は短繊維として用いられる。その短繊
維の繊維長は、１～１５ｍｍであり、好ましくは１～７ｍｍである。繊維長を１ｍｍ以上
とすることにより、繊維同士の絡合力が増し、湿式不織布の強度を高くすることができる
。また、繊維長を１５ｍｍ以下とすることにより、繊維同士が絡合して塊状のダマになる
ことを回避し、目付ムラ等が生じることを防ぐことができる。繊維束を短繊維とする方法
としては、例えば、ＥＣカッターやギロチンカッター等を用いてカットし単繊維を得るこ
とができる。
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【００３８】
　以上のようにして、本発明によると、水分散性が良好な不織布用ＰＰＳ繊維を得ること
ができる。
【００３９】
　主な抄紙の製造方法として、本発明の抄紙用ＰＰＳ繊維を水に分散させた抄紙原液を抄
紙する。このような方法は、一般に湿式抄紙法と呼ぶが、本発明においては湿式抄紙法と
することによりＰＰＳ繊維の均一な分散が可能となる。一方で、水への分散を行なわない
乾式抄紙法においては、ＰＰＳ繊維を均一な分散状態とすることが困難なため、均一な紙
を得ることが困難である。
【００４０】
　抄紙原液の調製手順としては、抄紙用ＰＰＳ繊維を水に分散させた液を調整する。水分
散させる方法としては、例えば、ナイアガラビーター、リファイナーおよびパルパーなど
、各種ブレンダー、ラボ用粉砕器やバイオミキサー、ＰＦＩ叩解機、撹拌子、撹拌翼など
各種撹拌機、および叩解機を用いることができる。
【００４１】
　抄造工程としては、連続工程では丸網抄紙機や長網抄紙機、バッチ工程ではシートマシ
ンなどを使った公知の湿式抄造技術が好ましく用いられる。
【００４２】
　本発明においては、抄紙して得られた紙を、平板プレスやカレンダープレスなどの熱プ
レスによりＰＰＳ繊維紙を得ることができ、連続で処理可能なカレンダープレスがより好
ましく用いられる。熱プレス温度は、２００℃以上２８５℃未満が好ましい。２００℃以
上の温度でのプレスによりＰＰＳ繊維間の接着強度向上が可能である。また、ＰＰＳの融
点は一般的に２８５℃程度であり、温度を融点近傍まで上げることにより、ＰＰＳ繊維の
部分的な融解が始まるため融点近傍では紙の強度劣化が起きる。このため、紙の強度向上
の目的でプレス温度のより好ましい範囲としては２２０℃以上２５０℃以下である。
【００４３】
　平板プレスの際のプレス時間としては、紙面全体に熱を伝え変形を可能とし、紙の熱劣
化を避けるため、平板プレスの場合は好ましくは１分間以上３０分未満、より好ましくは
３分以上１０分未満である。また、カレンダープレスの際のプレス回数は、同様の理由か
ら２回以上１０回未満が好ましい。平板プレスにおけるプレス圧力は、０．１ＭＰａ以上
１００ＭＰａ以下の範囲が好ましい。特に、電気絶縁紙用途やプリント回路基板用途など
高密度の紙が要求される際には、１ＭＰａ以上１００ＭＰａ以下でのプレスが好ましい。
【００４４】
　カレンダープレスの際のプレス速度は、生産性の面から１ｍ／ｍｉｎ以上、ロール上で
の紙の加熱時間を十分とる目的で１００ｍ／ｍｉｎ以下の範囲が好ましい。カレンダープ
レスにおけるプレス圧力は、０．０１ｋＮ／ｃｍ以上１０ｋＮ／ｃｍ以下が好ましい。
【００４５】
　得られたＰＰＳ繊維は、各種フィルター、電気絶縁体、抄紙カンバスおよび電池セパレ
ーター等の抄紙に代表される不織布として好適に用いられる。
【実施例】
【００４６】
　次に、実施例を用いて本発明の抄紙用ポリフェニレンサルファイド繊維について詳細に
説明する。本発明で用いる各特性値は、次の方法で求められる。
【００４７】
　［メルトフローレート値］
　ＪＩＳ　Ｋ７２１０（１９９９年）に準じて、温度３１５．５℃、荷重５０００ｇの条
件でメルトフローレート値を測定する。
【００４８】
　［単繊維繊度と繊維長］
　ＪＩＳ Ｌ １０１５（２０１０年）に準じて測定する。



(8) JP 2014-80716 A 2014.5.8

10

20

30

40

50

【００４９】
　［捲縮数］
　ＪＩＳ Ｌ１０１５（２０１０年）に示される方法を基に捲縮数（個／２５ｍｍ）を測
定した。紙片上に、空間距離に対して２５±５％の緩みをもたせて両端を接着剤ではり付
け固着させた。この試料を１本ずつ、捲縮試験機のつかみに取り付け、紙片を切断した後
、試料に初荷重１．８ｍｇ×繊度（ｄｔｅｘ）をかけたときの、つかみ間の距離（空間距
離）（ｍｍ）を読み、そのときの捲縮数を数え、２５ｍｍ間当たりの捲縮数を求め２０回
の平均値を算出した。
【００５０】
　［水分散性］
　約１リットルの水に約１ｇのＰＰＳ短繊維試料（繊維長６ｍｍ）を投入した後、ミキサ
ー（オスター製オスターブレンダーＯＢ－１）に投入し、１３６００ｒｐｍで撹拌する。
１５秒間の撹拌後における繊維の分散状態を目視で観察した。この攪拌処理・観察を２回
行い、次の基準で判定する。
・良好：２回の攪拌処理・観察のうち２回とも、繊維束は完全に無くなり、単繊維に分散
した状態である。
・不良：２回の攪拌処理・観察のうち少なくとも１回、繊維束が残った状態である。
【００５１】
　（実施例１～４）
　メルトフローレート値が１６５ｇ／１０分の粉粒体状のポリフェニレンサルファイド（
東レ株式会社製Ｅ２２８０）を通常の方法で溶融し、紡糸速度１２００ｍ／分で紡糸し引
き取り、未延伸糸を得た。この未延伸糸を、温度９５℃の温水浴中を通過させて２．８倍
に延伸して延伸糸となし、更に、分散剤として親水性油剤の“テキサノール”（登録商標
）ＰＥ－１０Ｆ（吉村油化学（株）製、主成分：水溶性ポリウレタン）の濃度を４質量％
に調整したものを付着量０．２質量％となるように延伸糸に付与し、捲縮付与後これを乾
燥し、単繊維繊度が１．０ｄｔｅｘの延伸ＰＰＳ繊維を製造した。得られた延伸ＰＰＳ繊
維について、および繊維間の接着状態を測定した。また、延伸ＰＰＳ繊維を、長さ６ｍｍ
に切断して短繊維とし水分散性を評価した。得られた延伸ＰＰＳ繊維は、水分散性が良好
であり、抄紙用バインダー繊維に適したものであった。その結果を表１に示す。
【００５２】
　（実施例５）
　温水浴を使用せず（延伸せず）に未延伸糸を得るために条件変更したこと以外は、実施
例１と同様にして、単繊維繊度３．０ｄｔｅｘの未延伸ＰＰＳ繊維を製造し、実施例１と
同様にして、評価した。得られたＰＰＳ繊維は、水分散性が良好であり、抄紙用ＰＰＳバ
インダー繊維に適したものであった。その結果を表１に示す。
【００５３】
　（実施例６）
　単繊維長さを１０ｍｍとなるよう条件変更したこと以外は、実施例１と同様にしてＰＰ
Ｓ繊維を製造し、実施例１と同様にして評価した。得られたＰＰＳ繊維は水分散性が良好
であり、抄紙用ＰＰＳバインダー繊維に適したものであった。その結果を表１に示す。
（実施例７）
　実施例１において、“テキサノール”の濃度を３．２質量％とし、ポリオキシアルキレ
ンエーテル０．８質量％とともに、付着量０．２質量％となるように延伸糸に付与し、使
用した以外は、実施例１と同様にして、ＰＰＳ繊維を製造し、実施例１と同様にして、評
価した。得られたＰＰＳ繊維は、水分散性が良好であり、抄紙用ＰＰＳバインダー繊維に
適したものであった。その結果を表１に示す。
（実施例８）
　実施例１において、“テキサノール”に変えて、ポリオキシアルキレンエーテル、濃度
４質量％を用い、付着量０．２質量％となるように延伸糸に付与し、使用した以外は、実
施例１と同様にして、ＰＰＳ繊維を製造し、実施例１と同様にして、評価した。得られた
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ＰＰＳ繊維は、水分散性が良好であり、抄紙用ＰＰＳバインダー繊維に適したものであっ
た。その結果を表１に示す。
【００５４】
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【表１】

【００５５】
　（比較例１）
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　捲縮数の目標値を１５山／２５ｍｍに変更したこと以外は、実施例１と同様にして、単
繊維繊度１．０ｄｔｅｘの延伸ＰＰＳ繊維を製造し、実施例１と同様にして、評価した。
得られた延伸ＰＰＳ繊維は、分散性が悪く、抄紙用繊維に不適なものとなった。その結果
を表２に示す。
【００５６】
　（比較例２）
　延伸糸に捲縮付与せずにストレートと変更したこと以外は、実施例１と同様にして、単
繊維繊度１．０ｄｔｅｘの延伸ＰＰＳ繊維を製造し、実施例１と同様にして、評価した。
得られた延伸ＰＰＳ繊維は、分散性が悪く、抄紙用繊維に不適なものとなった。その結果
を表２に示す。
【００５７】
　（比較例３）
　“テキサノール”に変えて、疎水性油剤（紡績用油剤）として特開２００１－８１６６
５号公報の実施例１記載の油剤（主成分：ステアリルホスフェートカリウム、疎水性）を
０．２質量％付与したこと以外は、実施例１と同様にしてＰＰＳ繊維を製造し、評価した
。得られたＰＰＳ繊維は、水分散性が悪く、抄紙用繊維に不適なものとなった。その結果
を表２に示す。
【００５８】
【表２】
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